
別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

成人式の開催 成人式の開催 成人式の開催 成人式の開催 成人式の開催

  対象者の参加率が極めて高い事業であり、内容を工夫し継続していく。

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ＊計画 ＊計画 ＊計画

ソフト・ハード区分

２ 対　　象 　当該年度に満20歳になる市民

３ 目的と内容
　成人を迎えるにあたり、祝福、激励のため、成人式を実施する。
　成人としての自覚と責任を促し、地域の一員としての期待を認識するよう実施する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　イベントの実施と式典により成人式を開催する。

2
3
年
度

　イベントの実施と式典により成人式を開催する。

１ 総合計画体系

2 章） 人と文化を育むまち

3 節） 家族・青少年健全育成の推進

ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

3 地域が支える健全育成活動の充実

新規継続区分 継続

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等

事務事業開始年度 昭和22年度

個別計画等 北広島市教育基本計画　2011-2020〃  終了予定年度

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

251 事務事業名 成人式開催事業 担当部署 教育部　社会教育課 電話 内線889

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

― ―
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状維持

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― 　受益者負担はなじまない。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　対象者の7割以上が参加する事業であり、手段は有効であ
る。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　若者のニーズに合った内容で実施しているが、内容を精選
する中で効率的な運営に努めている。

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　北広島市として、成人となった市民を祝う趣旨から、行政の
関与は妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

85

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

成人式への参加率 目標値
％

85

③ 目標値

実績値

85 85

【参加者/対象者×100】 実績値 77.7

実績値

実績値 475
② 目標値

平成２５年度

①成人式への参加者数 目標値
人

520 520

実績値

1,800 1,800

520

平成２４年度

総事業費①＋④ 2,451 2,511 2,511 2,511

520

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

0.20

 ④ ＝②×③ 1,800 1,800

0.20 0.20

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

② 人　数（年間） 0.20

一般財源 651 711 711 711

 ① 合　計 651 711 711 711

0

その他特財 0 0 0

地方債 0 0

0 0 0

国支出金 0 0

決算額、当初予算額又は推進計画額 651 711 711 711

0

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

人　件　費

道支出金

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

（単位：千円）

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

活
動
指
標

④ 目標値



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画については、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

― ―

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続
　健やかでたくましい子どもを育成するための活動を進め、子どもたちの生きる力を育て
るため、引き続き実施する。

２ 次 評 価

（１）青春メッセージの開催
（２）青少年リーダー養成事
業
（３）青少年の体験交流事
業

（１）青春メッセージの開催
参加者数250人
（２）青少年リーダー養成事
業
参加者数9人
（３）青少年の体験交流事
業
参加者数160人

（１）青春メッセージの開
催
（２）青少年リーダー養成
事業
（３）青少年の体験交流
事業

（１）青春メッセージの開
催
（２）青少年リーダー養成
事業
（３）青少年の体験交流
事業

（１）青春メッセージの開
催
（２）青少年リーダー養成
事業
（３）青少年の体験交流
事業

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ＊計画 ＊計画 ＊計画

２ 対　　象 　市立小中学校の児童生徒及び保護者

３ 目的と内容
　生きる力を育て健やかでたくましい子どもを育成するための活動を保護者とともに推進する。
　（青春メッセージの開催、青少年リーダー養成、青少年の体験交流事業の実施）

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

（１）青春メッセージの開催
（２）青少年リーダー養成事業
（３）青少年の体験交流事業

2
3
年
度

（１）青春メッセージの開催
（２）青少年リーダー養成事業
（３）青少年の体験交流事業

継続

１ 総合計画体系

2 章） 人と文化を育むまち

3 節） 家族・青少年健全育成の推進

3

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

地域が支える健全育成活動の充実

総合判定 平成24年度に向けた具体的な方向性
評価区分

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

253 事務事業名 青少年健全育成振興事業 担当部署 教育部　青少年課 電話 内線607

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等

事務事業開始年度 昭和４０年代

個別計画等 　北広島市教育基本計画2011-2020〃  終了予定年度

新規継続区分



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― 　受益者負担はなじまない

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　家庭、学校、地域で「地域の子どもは地域で育む」体制が整
備され、実践的活動が図られている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　各地域で体験交流活動が行われ、地域の人材も活用されて
いる。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　近年、青少年の体験不足から様々な諸問題が見受けられ
る。実践的な活動を継続して行う必要がある。

190

【指標の定義（算式等）】 実績値 160

青少年体験・交流事業参加
者数

目標値 160 175

275 300

【指標の定義（算式等）】 実績値 250成
果
指
標

青春メッセージ参加者数 目標値 250

青少年リーダー養成事業参
加者数

目標値 10 12 12

【指標の定義（算式等）】 実績値 9

③青少年体験・交流事業 目標値 3 3

実績値

④ 目標値

3

実績値 2

②青少年リーダー養成事業 目標値 3

平成２４年度 平成２５年度

活
動
指
標

①青春メッセージの開催 目標値 1 1 1

3 3

実績値 2

実績値 1

総事業費①＋④ 4,583 4,575 4,575 4,575

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

9,000

 ④ ＝②×③ 4,500 4,500 4,500 4,500

人　件　費

② 人　数（年間） 0.50 0.50 0.50 0.50

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

0 0 0

一般財源 83 75 75 75

 ① 合　計 83 75 75 75

0 0

道支出金 0 0 0 0

決算額、当初予算額又は推進計画額 83 75 75 75

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 0 0

地方債 0 0 0 0

その他特財 0

（単位：千円）

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市青少年健全育成連絡協議会補助金交付要綱

事務事業開始年度 平成３年

個別計画等 北広島市教育基本計画2011-2020〃  終了予定年度

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

254 事務事業名
青少年健全育成連絡協議会支援事

業
担当部署 教育部　青少年課 電話 内線607

継続

１ 総合計画体系

2 章） 人と文化を育むまち

3 節） 家族・青少年健全育成の推進

3

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

地域が支える健全育成活動の充実

新規継続区分

２ 対　　象 　６地区の青少年健全育成連絡協議会

３ 目的と内容
　健全育成連絡協議会の活動を通じて地域住民の意識啓発を推進し、地域で子どもを守り、育み、安全安心な地
域環境づくりを目指す。
　６地区の青少年健全育成連絡協議会への補助金の交付を行う。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

６地区の青少年健全育成連絡協議会への補助金の交付
（１）青少年健全育成大会及び青春メッセージへの参画
（２）青少年健全育成及び問題行動に関する講演会、研修会などの開催
（３）青少年健全育成に係る体験活動等の開催及び支援
（４）シルバーＰＴＡ、パトロール隊による見守り活動、あいさつ運動など健全育成活動の展開

2
3
年
度

６地区の青少年健全育成連絡協議会への補助金の交付
（１）青少年健全育成大会及び青春メッセージへの参画
（２）青少年健全育成及び問題行動に関する講演会、研修会などの開催
（３）青少年健全育成に係る体験活動等の開催及び支援
（４）シルバーＰＴＡ、パトロール隊による見守り活動、あいさつ運動など健全育成活動の展開

６地区の青少年健全育成
連絡協議会への補助金の
交付

６地区の青少年健全育成
連絡協議会への補助金の
交付
6地区×75千円＝450千円

６地区の青少年健全育
成連絡協議会への補助
金の交付
６地区＝400千円

６地区の青少年健全育
成連絡協議会への補助
金の交付
６地区×105千円＝630
千円

６地区の青少年健全育
成連絡協議会への補助
金の交付
６地区×105千円＝630
千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ＊計画 ＊計画 ＊計画

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画については、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

現状継続 　現状継続とする。

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 拡大重点化

　青少年を取り巻く環境は複雑、多様化し問題行動も増加する傾向が見うけられる。青
少年の育成環境の整備を進めるためには、各地区青少年健全育成連絡協議会との連
携と協力が必要であり、積極的に育成、支援を進めるためにも補助金の増額が必要で
ある。

２ 次 評 価

総合判定 平成24年度に向けた具体的な方向性
評価区分



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

（単位：千円）

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

0 0

道支出金 0 0 0 0

決算額、当初予算額又は推進計画額 450 400 400 400

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 0 0

地方債 0 0 0 0

その他特財 0 0 0 0

一般財源 450 400 400 400

 ① 合　計 450 400 400 400

9,000

 ④ ＝②×③ 1,800 1,800 1,800 1,800

人　件　費

② 人　数（年間） 0.20 0.20 0.20 0.20

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

総事業費①＋④ 2,250 2,200 2,200 2,200

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

②祭典巡視回数（年回数） 目標値
回

5

平成２４年度 平成２５年度

活
動
指
標

①広報誌発行（年平均） 目標値
回

2 2 2

5 5

実績値 5

実績値 1

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

3 3

【指標の定義（算式等）】 実績値 2成
果
指
標

交流活動等（年平均） 目標値
回

3

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
各地区で子どもたちを守り育て、安全・安心な環境づくり活動
が行われ、青少年の健全育成活動の推進が図られている。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― 　受益者負担はなじまない

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
各地区の活動は、地域の特色を活かしながらあいさつ、見守
り、体験活動など地域ぐるみで活動が展開され、広く青少年の
健全育成が図られている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
青少年健全育成連絡協議会を中心に地域住民、学校、ＰＴＡ、
関係団体が、地域で子どもたちを守り、育てる活動が積極的
に行われている。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額75,000円

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 64 66 64

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事務費・事業費 事務費・事業費 事務費・事業費

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 117 113 118

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

56 56 56

支　出　合　計 （Ｃ） 135 135 135

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

旅費 14 17 12

支　　出

事務費 14 20 15

会議費 4 5 5

事業費 103 93 103

収　入　合　計 （Ｂ） 135 135 135

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 75 75 75

負担金 60 60 60

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２１年度 (決算) ２２年度 (決算) ２３年度 (予算)

事務局の状況
（22年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（22年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 東部小、北の台小、東部中、各校ＰＴＡ、町内会等11団体 （23年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

東部地区3校と各校ＰＴＡ、町内会等が連携して青少年の健全育成のための諸活動を行う。

 交付先団体等の
 活動内容

１、巡視活動（日常巡視、祭典巡視等）２、児童生徒の安全確保（子ども110番の家）３、学
校・ＰＴＡと町内会、地域団体との交流４、各種施設等の環境改善（交通安全等）５、「健全育
成標語」の取り組み６、広報活動（健連協だよりの発行）７、その他健全育成に関する活動につ
いて

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 東部地区青少年健全育成連絡協議会補助金

交付先の名称
及び代表者名

東部地区青少年健全育成連絡協議会　会長　井上清人 設立年 平成３年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 254 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額75,000円

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 83 61 73

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事務費・通信費・
事業費

事務費・通信費・
事業費

事務費・通信費・
事業費

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 90 123 103

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

71 59 63

支　出　合　計 （Ｃ） 105 128 119

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 37 14 0

予備費 1

会議費 15 5 15

支　　出

事務費 15 44 15

通信費 10 12 10

活動費 65 67 78

繰越金 37 37 14

収　入　合　計 （Ｂ） 142 142 119

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 75 75 75

負担金 30 30 30

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２１年度 (決算) ２２年度 (決算) ２３年度 (予算)

事務局の状況
（22年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（22年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 大曲小、大曲東小、大曲中、各校ＰＴＡ、連合町内会等3団体 （23年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

大曲地区の児童生徒の健全育成及び非行防止のための諸活動を行う。

 交付先団体等の
 活動内容

１、「あいさつの街大曲」推進運動、月１度の「大曲あいさつの日」２、巡視活動（定期巡視、
祭典巡視等）３、危険箇所の点検・対応４、広報活動（健連協だよりの発行等）５、その他健全
育成に関する活動について

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 大曲地区青少年健全育成連絡協議会補助金

交付先の名称
及び代表者名

大曲地区青少年健全育成連絡協議会　会長　稲村智夏 設立年 平成６年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 254 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 西部地区青少年健全育成連絡協議会補助金

交付先の名称
及び代表者名

西部地区青少年健全育成連絡協議会　会長　曽我皆達 設立年 平成１４年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 254 ＜継続用＞

事務局の状況
（22年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（22年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 西部小、西部中、各校ＰＴＡ、町内会等2団体 （23年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

西部地区2校と各校ＰＴＡ、町内会等が連携して青少年の健全育成のための諸活動を行う。

 交付先団体等の
 活動内容

１、青少年育成懇談会の開催２、ふれあい交流体験事業（三世代交流）４、広報活動（健連協だ
よりの発行等）４、その他健全育成に関する活動

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２１年度 (決算) ２２年度 (決算) ２３年度 (予算)

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 75 75 75

協賛金 20 67

繰越金 8 3 8

収　入　合　計 （Ｂ） 103 145 83

需用費 53 56 23

支　　出

報償費 20 20

旅費

役務費 9 18 20

事業費 18 63 20

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

75 55 90

支　出　合　計 （Ｃ） 100 137 83

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 3 8 0

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

報償費・事務費・
通信費・事業費

報償費・事務費・
通信費・事業費

報償費・事務費・
通信費・事業費

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 100 137 83

補助・交付金の算出根拠 定額75,000円

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 75 55 90



％ ％ ％

％ ％ ％

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 西の里地区青少年健全育成連絡協議会補助金

交付先の名称
及び代表者名

西の里地区青少年健全育成連絡協議会　会長　郡山政夫 設立年 平成１２年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 254 ＜継続用＞

事務局の状況
（22年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（22年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 西の里小、西の里中、各校ＰＴＡ、2団体 （23年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

西の里地区2校と各校ＰＴＡと連携して青少年の健全育成のための諸活動を行う。

 交付先団体等の
 活動内容

１、巡視活動（定期巡視、祭典巡視等）２、シルバーＰＴＡの巡視活動３、体験学習会４、広報
活動（健連協だよりの発行等）５、その他健全育成に関する活動

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２１年度 (決算) ２２年度 (決算) ２３年度 (予算)

交付金 40

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 75 75 75

負担金 20 20 20

寄付金 54

負担金 63

繰越金 17 24 11

収　入　合　計 （Ｂ） 269 119 106

会議費 6 8 6

支　　出

通信費 0 10 10

事務費 11 10 10

活動費 228 80 80

予備費

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

31 69 71

支　出　合　計 （Ｃ） 245 108 106

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 24 11 0

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事務費・通信費・
事業費

事務費・通信費・
事業費

事務費・通信費・
事業費

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 239 100 100

補助・交付金の算出根拠 定額75,000円

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 31 75 75



％ ％ ％

％ ％ ％

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 広葉地区青少年健全育成連絡協議会補助金

交付先の名称
及び代表者名

広葉地区青少年健全育成連絡協議会　会長　山本孝蔵 設立年 平成１６年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 254 ＜継続用＞

事務局の状況
（22年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（22年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 広葉小、若葉小、広葉中、各校ＰＴＡ、自治連合会、町内会等59団体 （23年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

広葉中学校校区の青少年の健全育成のための諸活動を行う。

 交付先団体等の
 活動内容

１、巡視活動（定期巡視等）２、市との共同事業への参画（健全育成大会、青春メッセージ等）
３、青少年健全育成懇談会の開催４、青少年体験事業への協力支援５、広報活動（健連協だより
の発行等）６、各地区健連協との交流７、その他健全育成に関すること

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２１年度 (決算) ２２年度 (決算) ２３年度 (予算)

負担金 11 10 10

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 75 75 75

賛助金 55 55 55

繰越金 35 53 8

収　入　合　計 （Ｂ） 176 193 148

活動費 88 130 93

支　　出

会議費 3 5 5

事務費 17 20 20

広報費 15 30 30

予備費

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

61 41 51

支　出　合　計 （Ｃ） 123 185 148

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 53 8 0

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事務費・広報費・
事業費

事務費・広報費・
事業費

事務費・広報費・
事業費

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 120 180 113

補助・交付金の算出根拠 定額75,000円

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 63 42 66



％ ％ ％

％ ％ ％

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 緑陽地区青少年健全育成連絡協議会補助金

交付先の名称
及び代表者名

緑陽地区青少年健全育成連絡協議会　会長　檜皮義博 設立年 平成１６年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 254 ＜継続用＞

事務局の状況
（22年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（22年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 高台小、緑陽小、緑陽中、各校ＰＴＡ、第3、第4住区自治連合会、5団体 （23年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

緑陽中学校校区の青少年の健全育成のための諸活動を行う。

 交付先団体等の
 活動内容

１、巡視活動（定期巡視等）２、地域交流会の開催３、青少年体験事業への協力支援４、広報活
動（健連協だよりの発行等）５、環境整備の推進６、各地区健連協との交流７、その他健全育成
に関すること

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２１年度 (決算) ２２年度 (決算) ２３年度 (予算)

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 75 75 75

賛助金 45 45 45

繰越金 20 39 35

収　入　合　計 （Ｂ） 140 159 155

活動費 68 99 95

支　　出

会議費 13 5 10

事務費 8 13 15

広報費 12 7 10

予備費 25

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

74 60 48

支　出　合　計 （Ｃ） 101 124 155

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 39 35 0

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事務費・広報費・
事業費

事務費・広報費・
事業費

事務費・広報費・
事業費

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 88 119 120

補助・交付金の算出根拠 定額75,000円

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 85 63 63



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

256 事務事業名 青少年安全対策事業 担当部署 教育部　青少年課 電話 内線607

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等

事務事業開始年度 昭和６２年

個別計画等 北広島市教育基本計画2011-2020〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

１ 総合計画体系

2 章） 人と文化を育むまち

3 節） 家族・青少年健全育成の推進

3

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

地域が支える健全育成活動の充実

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画については、推進計画の計画内容を記入してください。）

２ 対　　象 　市内の１８歳未満の青少年

３ 目的と内容
　青少年の非行防止、安全確保のため、関係機関や地域と連携し各種活動を行う。
　専任指導員（非常勤職員）による指導・巡回を行う。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

（１）専任指導員による補導巡視活動、環境浄化活動、不審者対応
（２）生徒指導上の諸問題に対する対応
（３）学校、自治会、関係機関との情報交換
（４）不審者情報のメール配信
（５）スクールガードリーダーによる通学路の安全確認（小学校）

2
3
年
度

（１）専任指導員による補導巡視活動、環境浄化活動、不審者対応
（２）生徒指導上の諸問題に対する対応
（３）学校、自治会、関係機関との情報交換
（４）不審者情報のメール配信
（５）スクールガードリーダーによる通学路の安全確認（小学校）

（１）専任指導員による補導巡
視活動、環境浄化活動、不審
者対応（２）生徒指導上の諸問
題に対する対応（３）学校、自
治会、関係機関との情報交換
（４）不審者情報のメール配信
（５）スクールガードリーダーに
よる通学路の安全確認、巡回
指導（小学校）

専任指導員による街頭指導、
特別指導。
道条例に基づく立入調査。
青少年の問題行動42件。
変質者、不審者発生件数24件
不審者情報の発信5件。
子ども安全安心情報システム
登録者数495人
スクールガードリーダーによる
安全確認、巡回指導30回

（１）専任指導員による補導
巡視活動、環境浄化活動、
不審者対応（２）生徒指導上
の諸問題に対する対応
（３）学校、自治会、関係機
関との情報交換（４）不審者
情報のメール配信（５）ス
クールガードリーダーによる
通学路の安全確認、巡回指
導（小学校）

（１）専任指導員による補導巡視活
動、環境浄化活動、不審者対応
（２）生徒指導上の諸問題に対する対
応
（３）学校、自治会、関係機関との情報
交換
（４）不審者情報のメール配信
（５）スクールガードリーダーによる通
学路の安全確認、巡回指導（小学校）
（６）学校統合による通学路の安全確
保スクールガードの配置

（１）専任指導員による補導巡視活
動、環境浄化活動、不審者対応
（２）生徒指導上の諸問題に対する対
応
（３）学校、自治会、関係機関との情報
交換
（４）不審者情報のメール配信
（５）スクールガードリーダーによる通
学路の安全確認、巡回指導（小学校）
（６）学校統合による通学路の安全確
保スクールガードの配置

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ＊計画 ＊計画 ＊計画

前 年 度
２次評価

― ―

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続
　子どもたちの安全確保を図るため、小さな犯罪を見逃さない地域づくりとして、見守りや
声かけなど地域、学校と協力、連携して進める。

２ 次 評 価

総合判定 平成24年度に向けた具体的な方向性
評価区分



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

（単位：千円）

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

0 0

道支出金 106 140 140 140

決算額、当初予算額又は推進計画額 5,504 5,400 5,400 5,400

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 0 0

地方債 0 0 0 0

その他特財 0 0 0 0

一般財源 5,398 5,260 5,260 5,260

 ① 合　計 5,504 5,400 5,400 5,400

9,000

 ④ ＝②×③ 9,900 9,900 9,900 9,900

人　件　費

② 人　数（年間） 1.10 1.10 1.10 1.10

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

総事業費①＋④ 15,404 15,300 15,300 15,300

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

②子ども安全安心情報システ
ム登録者数

目標値
人

750

平成２４年度 平成２５年度

活
動
指
標

①指導員巡回指導回数 目標値
回

220 220 220

1000 1200

実績値 495

実績値 210

30

実績値 30

③スクールガードリーダーによ
る巡回指導

目標値 30 30

実績値

④ 目標値

成
果
指
標

青少年の問題行動数 目標値
件

3

変質者、不審者発生件数 目標値
件

20

【指標の定義（算式等）】 実績値 24

30 30

【指標の定義（算式等）】 実績値 42

17 17

青少年の安全対策には、巡視活動、意識啓発、啓蒙活動が必
要であり、関係機関との連携、支援により健全育成が図られ
る。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
専任指導員、スクールガードリーダーによる巡視、巡回指導の
ほか、家庭、学校、地域と連携により事業実施を図っている。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
子どもたちの安全と健全育成を推進するため、家庭、学校、地
域と協力、連携していくことが必要である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― 　受益者負担はなじまない

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
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